
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

47,495 人
人
％

49,377
-3.8

48,418 人
人48,945

-1.1 ％

１７ 年 国 調区 　 分

1,383

6.0
第 １ 次

第 ２ 次
8,603

37.1

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

6.2

1,495

9,963

41.4

第 ３ 次
13,116

56.6

12,624

52.4
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

4,816,352

18,142 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

1030.79

46

18,142 0.1
17,960 0.1

都 道 府 県 名

21

岐 阜 県

団 体 名

2199

郡上市

市 町 村 類 型 Ⅰ－１

地方交付税種地 1 - 1

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

4,885,538 16.3 4,885,538 27.3
720,664 2.4 720,664 4.0

17,960 0.1
15,288 0.1

474,143 1.6 474,143 2.7
28,528 0.1 28,528 0.2

- - - -
204,519 0.7 204,519 1.1

- - - -
125,584 0.4 125,584 0.7

12,298,950 40.9 11,367,689 63.6
11,367,689 37.8 11,367,689 63.6

931,261 3.1 - -
18,789,316 62.5 17,858,055 99.8

9,802 0.0 9,802 0.1
158,576 0.5 - -
536,184 1.8 11,968 0.1
214,198 0.7 - -

1,440,544 4.8 - -
- - - -

1,884,893 6.3 - -
342,638 1.1 - -
10,622 0.0 - -
60,356 0.2 - -

1,147,694 3.8 - -
825,436 2.7 5,091 0.0

4,629,700 15.4 - -

30,049,959 100.0 17,884,916 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

4,832,814

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

4,832,814 98.9 -

98.9 -
1,738,772 35.6 -

68,898 1.4 -
1,265,982 25.9 -

-

123,915 2.5

-

-
279,977

-

5.7 -

-

2,706,912 55.4

-

2,699,920 55.3

-

99,538 2.0
287,592 5.9

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

52,724 1.1

52,724 1.1
52,724 1.1 -

- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
15,288

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○
0.1

○

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

×

○

×

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

30,049,959 33,607,474
28,885,626 32,459,780
1,164,333 1,147,694

81,594 97,377
1,082,739 1,050,317

32,422 39,480
4,003 2,334

- 82,779
- -

36,425 124,593

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

574 1,758,560 3,064
44 115,250 2,619
12 36,660 3,055
80 238,830 2,985
- - -

666 2,034,050 3,054

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

×

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.04.01 7,150

副市区町村長 1 18.04.01 5,870

収 入 役 - - -

教 育 長 1 18.04.01 5,120

議 会 議 長 1 18.04.01 3,530

議 会 副 議 長 1 18.04.01 2,970

議 会 議 員 28 18.04.01 2,680

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 5,031,460 17.4 4,870,681 4,868,475 25.8
う ち 職 員 給 3,643,930 12.6 3,491,024 - -

扶 助 費 1,755,511 6.1 726,030 724,725 3.8
公 債 費 5,822,891 20.2 5,706,944 5,706,944 30.2

元 利 償 還 金 5,822,445 20.2 5,706,498 5,706,498 30.2
一時借入金利子 446 0.0 446 446 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

12,609,862 43.7 11,303,655 11,300,144 59.9
3,926,168 13.6 2,642,828 2,551,939 13.5

維 持 補 修 費 195,737 0.7 176,487 176,487 0.9
補 助 費 等 1,739,390 6.0 1,378,752 1,022,465 5.4

うち一部事務組合負担金 1,424 0.0 864 434 0.0
繰 出 金 3,287,095 11.4 3,117,329 1,927,158 10.2
積 立 金 636,864 2.2 622,969 - -
投資・出資金・貸付金 278,468 1.0 154,670 - -
前年度繰上充用金 - - -

6,212,042 21.5投 資 的 経 費 898,412
29,244 0.1う ち 人 件 費 7,231

5,864,908 20.3普通建設事業費 885,636

う ち
7.8{ 3,283,003 11.4 585,857

災害復旧事業費

2,254,939 275,807

347,134 1.2 12,776
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

28,885,626 100.0 20,295,102

内
訳

経常経費充当一般財源等計
16,978,193 千 円

経  常  収  支  比  率
89.9 ％ ％94.9

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

21,459,335

13,737,647

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

187,240

構成比

0.6

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

187,240
総 務 費 3,520,680 12.2 218,478 3,191,547
民 生 費 4,265,470 14.8 52,678 2,754,212

2,904,606衛 生 費 10.1 581,388 2,116,494
労 働 費 - - - -
農 林 水 産 業 費 3,197,646 11.1 1,498,006 1,577,737
商 工 費 780,840 2.7 4,281 401,092
土 木 費 4,050,061 14.0 2,564,687 1,883,195
消 防 費 989,587 3.4 234,623 682,335
教 育 費 2,816,173 9.7 707,469 1,781,530
災 害 復 旧 費 347,134 1.2 - 12,776
公 債 費 5,822,891 20.2 - 5,706,944
諸 支 出 費 3,298 0.0 3,298 -
前年度繰上充用金 - - - -

6,231,122

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 28,885,626 100.0 5,864,908 20,295,102

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

簡 易 水 道

観 光 施 設

国民健康保険

そ の 他

3,879,427
1,429,957
391,386

258,400
319,682

357,010

1,122,992

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 374,770
再 差 引 収 支 317,700
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 9,388
被 保 険 者 数 ( 人 ) 20,541

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 80
国 庫 支 出 金 68
保 険 給 付 費 144

区　　　分 平成18年度 (千円)

17,560,217

基準財政収入額 5,124,302
基準財政需要額 14,104,297
標準税収入額等 6,582,455
標 準 財 政 規 模 17,950,144
財 政 力 指 数 0.36
実質収支比率 6.0
経常一般財源等比率 99.6
公債費負担比率 26.6
公 債 費 比 率 23.1

起債制限比率 12.7

積立金 財  調 2,872,771
減  債 1,238,727
特定目的 4,156,896

地 方 債 現 在 高 54,054,919
うち政府資金 23,912,695(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 211,000
保証・補償 -
そ  の  他 234,234
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 1,060,980
徴
収
率

現
年計

98.4 92.2
98.7 95.7
97.9 89.1

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.34

債
務
負
担
行
為
額

20

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

45,800 0.2 - -
947,600 3.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

4,885,538

- -

100.0

6.0
101.0
25.0
21.9
14.7
11.3

2,868,768
623,873

4,149,824
54,333,483
25,326,102

の 指 定 状 況

18.0実質公債費比率(％)

-
-

276,477
-
-

1,060,885
98.0 91.2
98.9 95.5
97.1 87.5




